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事業者排出量削減報告書
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ｉｌ２１韻､!iする□には、レ印を犯人してください特定11F黙:音以外の事猫背の方I:比印の記入は不要です，

２『聡耶年皮」とはiＴＩ画期Ⅱ11の１１１年皮を、「１１標年艇」とはii}画ⅡⅢⅡ1の殿終年度を．「報foi61二度」とは計闘IIlIIIIのうち、今１１Ⅲ鯏告の対象となる年度をいい:lﾐす＿

３Ｆ０１嶬所等排111区分」とは｣i〔部府内の事難所等のOIF繋活､ﾉﾘのためのエネルギーの腿111に伴い苑４にする温室効果ガスを、「輸送ElIIjW排1Mｌｘ分」とは121動'｢I【迎送躯難行については使川Iの本拠の位慨を)K榔府''1とり‐ろ11〔
IIbiの排出する温室効果ガスを、鉄道D11i業者については保有する貨物'１[両又は旅客IlIIdijの排１１)する１１A鼈効果ガスを．「その他排出区分」とは上記以外の点翻府内における１F難所等のCl［業活動に伴い発生するMA室効来
ガスをいい二だす、

－１「M〔単位当たりのilil室効果ガス排111耽等」の「lll途1Ｋ分」には、○○工場、１F務所などの'１１途を妃入してください，「原111位の指標」には、分子の「二駿化炭素換算」のＦに分母となる脂標（21z産数nk．延べ床Iii
欄、走行距離等）を混入してください

5｢その他の地球温暖化対策による温室効果ガスの101ﾘ減駄等｣のうち｢森林の保全此び確備｣の「目標年度(iil画)｣欄には計画１０Ⅱllltl1の1Ｊ標の梁illを､｢轍告年度(実紐)」欄には実紬の累計をiiu入してくださ
い

（ｉｒ特記ｻﾞluIm」には、､P成２年度（１９９(〕年度）を悠醗とした排llIlitの対比や、行エネ製品1111発など他脅の温室効果ガス排Ⅱl削減への貢献、グリーン調達の採用、特定フロンなどの条伊l指定外の温室効果ガスの１Ｗ
減などを妃入してください

住所（法人にあっ
ては．主たる事筋

所の所在地）
大阪府大阪市東成区神路三丁目８番３６号

氏名（法人にあっ
ては、名称及び代

表者の氏名）
ＦＣＭ株式会社代表取締役社長市居律雄

事業者の－１ﾐたる
業穂 電線用芯線等の伸線加工業

該当する事業者

要'|： Ｆｊｊ(都府地球温暖化対策条例施行規則第１０条第１号該当事業者（大規模エネルギー使用事業者（原汕に換算して1,500キロリットル以｣2））

「
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第２号又は第３号該当事業者（大規模運送事業者（トラック又はパス100台以'二／タクシー150台以'二／鉄道
巾両150両以｣二）

「京都府地球温暖化対策条例施行規則第１０条第４号該当事業者（その他の温室効果ガスの大規模排'１１事業者（二酸化炭素に換算して3,000トン以上））

計画期間 平成２０年４１］～平成２３年３月

基本方針

エネルギー消費効率の改善、電気の使)Ⅱに係る原単位を省エネ法に基づき対比１％以'二の低減を目指す

推進体制 社長を推進組織のトップとする環境マネジメントシステムにより、ＦＣＭ（株）は環境保護が人類共通の最重要課題である事と認識し、「地球に感
謝」を基本思想として、企業活動のあらゆる面で地球環境の保全に配Ni(して行動することを環境に対する基本理念とする。

環境マネジメントシステム名称 ISO-l4001:２００４ 

適jI1範 本社、全事業所

取得年月日 2001年10月５１］

年度ごとの具体
的な取組及び措
置の状況

年度

平成20年度

平成20～21ｲﾄﾞ度

平成20～22年度

設備、対象、［程等

Z[場製造部門

こ[場製造部門

工場製造部門

措置内容

受変電設備低圧コンデンサー導入によるflj【気のﾉJ率改善（原lli位で対比１％以上）

フォークリフト（２５t)の入れ替えによる燃料使用量の低減

大型部門の社内不良の発生を低減し、不良品による再熱化を削減する。又、製造稼動を効率化する”（継続取組み事項）

温室効果ガスの
排'１１量等 排(1)区分

Ａ事業所等排出区分

Ｂ輸送車両排出区分

Ｃその他排出区分

排出合計

実紙に対する1二1己評価

墓準年度（実績）
（１９）年度

(二酸化炭素換算）

目標年度（計lilji）
(２２）年度

(二酸化炭素換算）

噌減率
(計画）

報告年度（実績）
(２２）年度
(二駿化炭素換算）

増減率
(実紙）

２９１１．０ｔ ２，８８２０ｔ -|､０％ 2,498.4ｔ -14.2％ 

ｔ ｔ ％ ｔ ﾘｲｶﾞ 

ｔ ｔ ％ ｔ ％ 

＊I ２，９１１．０ｔ ＊Ｚ 2,882.0ｔ -1.0％ ＊４ 2,498.4ｔ -14.2％ 

業界の景気低迷による受注{世の減少、化産風が減少したことによる非稼動日が増えた事により、温室効果ガスの排出職
が低減した。

原単位当たりの

温室効果ガス排
}}化t等

川途区分 原単位の指標

二酸化炭素換算

(生産数壁：ｔ）
二酸化炭素換算

二酸化炭素換算

実績に対する1］己評価

基準年度（実績） 目標年度（計1,m） 噌減率（iilWlli） 報告年度（実績） 哨減率（実績）

0.0833l-CO2／【 0.0825t-CO2／［ -1.0％ 0.091ｔ-CO2／［ 9.7％ 

％ 
nＷ 

へ、

％ 1A、

非稼働日、停止時間が増えた事で、連続生産による生産性が低下した。又、電力使１１１量の多いﾉ1ﾐ産工程における不良{『ｔ

の低減化が図れず、原単位当りの温室効果ガスの排出賊が墹加の影響を受けた。

その他の地球温

暖化対策による
温室効果ガスの
ｉｌｉＩ減最等

対策等の区分

森林の保全及び整備

府内産の木材の利H１

自然エネルギーを利)1】した電力
又は熱の供給

グリーン電力の購入

家庭における温室効果ガス排Ｉｌｌ
敬の削減効果分の職人

削減歴等合計

目標年度（計画）

Ili(組鼠等 (二酸化炭素換算）

(麓llfi面積） hａ (吸収量） ｔ 

(利ｌＩｌｌ政） nl9 (riﾘ減還） ｔ 

(充電Hk） kwｈ (削減趣） ｔ 

(熱11(給量） GＪ (ﾊﾘ城壁） ｔ 

(購入量） kwｈ (､11城壁） ｔ 

(剛人lik） ｔ (削減鼠） ｔ 

＊；ｉ ｔ 

報告年度 (実績）

取組１１幕 (二酸化炭莱換算）

(礎側面Wi） hａ (吸収壁） ｔ 

(利ﾉﾘ]鼠） nl3 (ｉＵｌＩ減鼠） ｔ 

(充電敬） kwｈ (削減風） ｔ 

(熱供給職） GＪ (削減量） ｔ 

(剛入賦） kwｈ (削減唖） ｔ 

(IBU人fit） ｔ (削減lHt） ｔ 

＊５ ｔ 

差引排出量

(排lⅡ合計一rilj減等合if）

基準年度（実績）

＊1 ２，９１１０ｔ 

目標年度（計

'02)‐'ｗ２，８８２０ｔ 

噌減率（計画）

－１．０％ 

報告年度（実績）

2498.4t Ｉ０Ｉｌ－ＩＯ５ｌ 

期減率（実紙）

-14.2％ 

地球温暖化対策
に資する社会員
献活動

･京都市が呼び掛けるライトダウンキャンペーンに参加する。
･夜間の騒音測定実施。

･柾朝事業所周辺の清掃活動を継続して実施。
･事業所内において省エネルギー活動として「チーム３Ｒ」を発足し、省エネ・節電活動などを継続実施(平成20年９月より)。
･紙類のリサイクル：業者買取を2010年７月から実施。

特記事項


